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Ⅰ．歯科衛生士のあゆみ

　わが国の歯科衛生士は，昭和 23 年に歯科衛生士法
が制定・公布され，誕生した．その前年の昭和 22 年
に保健所法が改正され，保健所の業務に「歯科衛生」
が導入され，「歯・口腔疾患の予防処置」を担う新たな
職種として歯科衛生士の資格が定められた．当時，第
二次世界大戦後の GHQ 占領下においてさまざまな法
制度の改革があり，昭和 23 年には医療提供の基本と
なる法律として，医師法，歯科医師法，保健師助産師
看護師法，歯科衛生士法，医療法が公布されている．
このなかで歯科衛生士法（以下「法」という．）は，日
本にはそれ以前になかった新たな職種に関する法律で
あった．当初，2 年程度の教育が必要と考えられてい
たが，早く現場に送り出したいとの意向もはたらき，
修業年限１年で養成され，昭和25年に1回生が卒業し，
64 年が経過した．

　法第 1 条は，「この法律は，歯科衛生士の資格を定め，
もって歯科疾患の予防及び口腔衛生の向上を図ること
を目的とする．」と定め，今日まで不変である．法第 2
条で歯科衛生士の資格と業務を規定し，法制定時の業
務は「歯科医師の直接の指導の下に，歯牙及び口腔の
疾患の予防処置として“予防的歯石除去”と“薬物塗布”
を行う」ことであったが，昭和 30 年の法改正におい
て第 2 項に「歯科診療の補助」が追加された．それま
で“診療の補助”は保健師助産師看護師法（以下「保
助看法」という．）の規定により看護師の業務独占であ
り，看護師・准看護師でなければできない行為であっ
たが，保助看法の規定を一部解除し，歯科衛生士は歯
科領域における診療の補助，すなわち“歯科診療の補
助”をなすことができるようになった．さらに，平成
元年の法改正により，法第 2 条第 3 項に「歯科保健指導」
が追加された．歯科保健指導の業務は法改正以前にも
保健所等の歯科衛生士を中心に実施されていたが，こ
の改正で“歯科衛生士の名称を用いて歯科保健指導を
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なすことができる”と明文化されたことにより，名称
独占規定として歯科衛生士業務に位置づけられた．同
時に，免許権者が都道府県知事から厚生労働大臣へと
改正された1）．
　このように，歯科衛生士業務（以下「歯科衛生業務」
という．）は，法制定時から 2 度の主要な改正を経て，

「歯・口腔疾患の予防処置」，「歯科診療の補助」，「歯
科保健指導」の三大業務が確立し，これにともない歯
科衛生士教育の充実が図られ，修業年限は当初の 1 年
から 2 年へ，そして現在は 3 年以上となり，4 年制大
学及び大学院課程での教育・研究も行われている．歯
科衛生士の資質向上にともなう業務の拡大・充実は，
歯科保健医療サービスの充実に寄与し，歯科における
チーム医療を推進するとともに，歯科衛生士数の増加
を促進した．

Ⅱ．歯科衛生業務の変遷と就業状況の変化

　近年，歯科衛生士の増加は著しく（図 1），就業者の
年齢構成をみても，20 歳代，30 歳代，40 歳代，50
歳以上とバランスのとれた構成となっている（図 2）．
草創期の就業場所は保健所が中心であったが，現在は，
対人サービスの拠点である市町村保健センター等，市
区町村の業務に従事する歯科衛生士が増加している．
また，“歯科診療の補助”が追加されたことにより，歯
科診療所の就業者数が大きく増加し，病院歯科等にお
いても増加傾向にある．また，“歯科保健指導”は，歯・
口腔の健康志向の高まりとともに重要性が増し，健康
増進のみならず，昨今の保健・医療・介護に関わる多
職種との連携において共有性の高いツールとなってい
る．歯科衛生士はこれまで，歯科医学・医療の進歩な
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図 1 就業歯科衛生士数の推移（人） 図 3 歯科衛生士の就業場所別の状況（人）

図 4 歯科診療所の年齢別患者構成（％）図 2 就業歯科衛生士の年齢階級別の割合（％）
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らびに歯科保健医療ニーズの変化等に応じて成長し，
発展してきたが，近年の高齢化の進展や口腔と全身の
関係に関するさまざまな調査研究の結果から，全身の
健康や生活の質に配慮した医療・介護サービスの変革
に対応し，チーム医療，在宅医療，介護予防等との連
携において新たな展開期を迎えている．
　図 3 は就業場所別の歯科衛生士数の推移を示したも
のである．平成 12 年と 24 年の比較では就業者総数が
1.6倍に増加し，内，大多数占める歯科診療所が1.62倍，
病院 1.45 倍，市町村 1.37 倍となっており，そのほか
の事業所，介護老人保健施設は全体からみれば少数で
あるが，それぞれ 2.6 倍，13.6 倍の増加となっている．
このように，ほとんどの就業場所において歯科衛生士
の需要は増加しており，勤務形態も含め就業状況が多
様化する傾向にある．そのため，歯科衛生士不足の声
も聞かれるが，有資格者数に対する就業者率は 5 割を
切り，潜在歯科衛生士の割合は高い．一方，高齢化の
進展にともなう歯科保健医療ニーズの変化により，在
宅歯科医療や要介護高齢者等の口腔ケアにおいては経
験豊かな歯科衛生士が求められており，再雇用の機会
も増えてきている．日本歯科衛生士会が実施した勤務
実態調査においても「条件が合えば復職したい」と考
えている非就業者は 54％であり，とくに 20 歳代から
30 歳代では 70％を超える高い割合を示している2）．復
職支援のための研修制度や柔軟な勤務体制など，出産・
育児や家事と両立しながら働ける環境が整えば，復職
への可能性は高い．女性のライフステージに応じた人
材確保対策や職場環境の整備等，復職支援のための総
合的な対策が望まれる．

Ⅲ．歯科保健医療ニーズの変化と歯科衛生士の役割

　わが国は今，急速な高齢化の進展や疾病構造等の変
化にともなう医療・介護の一体改革が進められており，
医療職，介護職等の意識や役割の変化とともに歯科専
門職の役割にもニーズに対応した変化が求められてい
る．三浦らが平成 23 年に行った「今後の歯科保健医
療ニーズに関する調査・分析」等に関する調査報告では，
今後，ニーズの増加が予想される歯科領域の上位 5 位
は「在宅歯科」，「高齢者歯科」，「摂食嚥下」，「再生医療」，

「予防歯科」であり，人材育成等において早急な対策が
必要であると指摘している3）．これらのニーズの多くは
歯科衛生士が関わる領域であるが，歯科衛生士の 90％
以上が歯科診療所に勤務しているため，そこでの役割
や業務のあり方が歯科衛生士全体に及ぼす影響が大き
い．一方，高齢化にともなう変化は患者の年齢構成に
も顕著に表れており（図 4），歯科診療所等の患者の高
齢化に向けた取り組みの必要性が高まっている．具体
的には，バリアフリー，消毒滅菌・清潔管理，スタッ
フの接遇訓練やコミュニケーションなど，安心・安全
な受診環境の整備であり，診療内容では，歯周病治療，
咀嚼機能の維持・改善及び定期的予防管理等の充実で
あり，併せて，歯科訪問診療や口腔ケアの要請に応じ
られる態勢を整えることが必要であるとしている4）．
そして，これらの取り組みを進める上で歯科衛生士の
人材確保・育成は不可欠である．また，歯科医業の観
点からみた恒石らの「歯科医業経営実態調査について
の検討」に係る調査報告では，医業収入に影響を与え
る因子の 1 つに常勤歯科衛生士の配置があげられてお
り5），歯科衛生士の活用が要点となっている．歯科診
療所等における歯科衛生業務の実施状況をみると，近
年の特徴として，歯科疾患の予防管理や歯周治療に関
連する業務が 90％と大きく増加し，SPT やメインテナ
ンスを含め歯科衛生士の基本的な業務となってきてい
る．しかし，訪問歯科衛生指導や居宅療養管理指導に
関する業務は 20％前後である（図 5）．今後，通院困
難となった高齢患者や要介護者等への継続的な支援の
観点から，重症化予防のためのメインテナンスや口腔
ケア・摂食嚥下等のニーズが高まり，一般歯科診療所
等においても在宅歯科医療・居宅療養管理指導への対
応が必然的に増加するものと考える．しかし，歯科診
療所等の歯科衛生士の対応には限界があることも予想
される．そのため，歯科診療所等と連携した訪問歯科
衛生士の人材確保を促進し，在宅歯科医療・口腔ケア
等の実施を支える仕組みを強化する必要がある．そし

図 5 歯科衛生業務の実施状況
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て，“治す医療から支える医療”への対応には，訪問看
護や訪問リハビリテーション等と並び，訪問口腔ケア
の充実を図ることが重要である．また，今後の地域包
括ケアシステムにおいて，医療ニーズと介護ニーズを
併せ持つ高齢者を歯科専門職として支え，適切な歯科
保健医療に繋ぐ上で，在宅医療支援病院・診療所や地
域包括支援センター等と連携した在宅歯科医療連携室
等における歯科衛生士の活躍が期待される6）．

Ⅳ．医科歯科連携のチーム医療における役割

　チーム医療の推進は，医療・介護の一体改革にお
ける重要課題の 1 つである．厚生労働省は平成 21 年
に“チーム医療の推進に関する検討会”を設置し，そ
の報告書に基づき，翌 22 年に“チーム医療推進会議”
を立ち上げ，翌 23 年に，ワーキンググループによる
報告書を取りまとめた．報告書では，チーム医療推進
に係る項目の 1 つに“医科・歯科連携”を掲げ（表），

「歯科医師等の歯科医療関係職種をチーム医療の一員
とし，口腔の衛生管理の徹底を図ることで誤嚥性肺炎
等の発症を防止し，摂食・嚥下障害，低栄養状態，口
臭等に対する専門的な医療対応を行うことが可能とな
り，入院患者の QOL 向上や早期回復に寄与すること
ができる」と明記し，また，歯科を標榜していない病
院が多いことから，病診連携も含めたチーム医療を推
進する必要があるとしている7）．これに先立ち，平成
22 年度から国立がん研究センターと日本歯科医師会と
の共同による講習会等の連携事業が実施され，その実
績等から，平成 24 年度診療報酬改定において，がん
患者等の支持療法として“周術期口腔機能管理料”及
び歯科医師の指示に基づく“歯科衛生士の専門的口腔
衛生処置”が医療保険に収載された．また，26 年度改
定では，周術期における医科・歯科医療機関の連携を
評価し，連携加算が認められるなど，チーム医療にお

ける歯科医師の包括的な口腔機能管理の拡大にともな
い，歯科衛生士の専門的口腔ケアが増加する傾向にあ
る．しかしながら，全国に 9,000 弱ある病院のうち，
歯科を併設する病院は約 20％であり，病院歯科の設置
とともに，歯科医師・歯科衛生士の配置促進が望まれ
ている．岸本らは「周術期の口腔機能管理で歯科衛生
士ができること・するべきこと」においてオーラルマ
ネジメントの重要性について記し，歯科を併設しない
病院が歯科衛生士を雇用する場合は一般的な口腔清掃
がメインとなるが，口腔の専門家としてのアセスメン
トにより歯科医師に繋ぐ役割があると述べている8）．ま
た，歯科がない病院に歯科診療所から訪問し，口腔機
能管理を行う場合に，病院の地域連携室等に歯科衛生
士がいれば，看護師・管理栄養士等と歯科医師とのコ
ミュニケーションを補佐し，さらに，退院時共同指導
により退院後の歯科受診について適切なアドバイスを
行うことができる．このような役割は，診療報酬の適
用外であるが，口腔内にトラブルを抱えた患者は多い
のが現状である．入院患者の口腔状況に応じて地域の
歯科医療機関に繋ぐことができれば，早期回復や QOL
向上に寄与することができる．チーム医療における医
科歯科連携を推進する上で，歯科専門職として連携・
調整を担う役割は重要である9）．

Ⅴ．介護との連携における役割

　要介護高齢者等に対する口腔ケアは，誤嚥性肺炎の
予防や摂食嚥下機能の向上に有効であることが示さ
れ10），高齢者介護等の現場においてその重要性が認識
されるようになった．これらのことから，介護保険施
設入所者への口腔ケアを促進するため，平成 21 年度
に口腔機能維持管理加算が介護保険に導入された．こ
の制度は，介護保険施設（介護老人福祉施設，介護老
人保健施設，介護療養型医療施設）において，歯科医
師または歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が介護職
員に口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行った場
合に，施設に算定されるものである．歯科医師または
歯科衛生士は，口腔ケア推進のための課題，目標及び
具体的方策等を記載した施設口腔ケア・マネジメント
計画を作成し，介護職員が入所者に対し効果的な口腔
ケアを行うことができるよう指導し，評価する口腔ケ
ア・マネジメントの役割が求められている11）（図 6）．
さらに，24 年度改定では，従前の口腔機能維持管理加
算を口腔機能維持管理体制加算とし，当該体制加算を
実施している施設において，歯科医師の指示を受けた
歯科衛生士が入所者に対して直接口腔ケアを実施した

表　 チーム医療推進のための基本的な考え方と実践的事例
集（抜粋）

表 チーム医療推進のための基本的な考え方と実践的事例集（抜粋）
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場合に口腔機能維持管理加算が算定できるようになっ
た．しかし，介護保険施設に就業している歯科衛生士
は極めて少なく，また，歯科医師，歯科衛生士は施設
の人員基準に含まれていないため，配置状況も把握で
きていないのが現状である．平成 23 年に全国老人保
健施設協会が実施した調査結果によれば，調査対象の
1,118 施設で回答のあった 664 施設では，ほぼ全ての
施設で協力歯科医療機関があり，そのなかで定期的な
訪問歯科診療を受けている施設は 6 割であったが，介
護老人保健施設において効果的な口腔ケアを普及・定
着していくためには基準配置に歯科衛生士を入れるこ
とが必要であると報告している12）．歯科医師がいない
施設での歯科衛生士の役割として，協力歯科医療機関
等と緊密な連携を図り，歯科医師の指示を受けて口腔
ケア・マネジメント計画を作成し，介護職員に日常的
な口腔ケアの実施を指導し，リスクの高い入所者には
専門的な口腔ケアを実施するなど，施設入所者の口腔
ケアの質を高めることができる．また，歯科医療が必
要な場合は協力歯科医療機関等に紹介し，施設と歯科
医療機関との連絡・調整をサポートする役割がある．
介護職や看護師，PT，OT，ST，管理栄養士等の医療
関係職種とともに歯科衛生士が配置されることは，多
職種連携による口腔ケアの充実を図り，地域包括ケア
システムに対応する上で重要である．
　また，介護予防事業における口腔機能向上は，運動，
栄養改善サービスとともに，市町村の地域支援事業に
移行する予定となっているが，引き続いて，元気高齢
者・要支援者等に対して歯科口腔保健の立場からアプ
ローチすることは健康寿命の延伸にも寄与するもので
ある．そのため，地域の歯科衛生士会や市町村等の歯
科衛生士が中心となり，地域支援事業に対応できる歯

科衛生士のネットワークを整備するなどの対策が急が
れる．

Ⅵ．生涯を通じた歯科口腔保健の推進に向けて

　歯科口腔保健の推進によって国民保健の向上を図る
ため，平成 23 年 8 月，「歯科口腔保健に関する法律（歯
科口腔保健法）」が公布・施行され13），翌 24 年 7 月，
同法に基づく「歯科口腔保健の推進に関する基本的事
項」が告示された14）．歯科口腔保健法の第 1 条には「口
腔の健康が，国民が健康で質の高い生活を営む上で基
礎的かつ重要な役割を果たしている．」と明記され，「基
本的事項」には各ライフステージに応じた目標，計画
及び目標値が示されている．具体的には，生涯を通じ
た「歯科疾患の予防」及び「口腔機能の維持・向上」
への取り組みをはじめ，定期的に歯科医療を受けるこ
とが困難な障害者・要介護高齢者への歯科保健医療の
推進，及び歯科健診受診者の増加や歯科口腔保健に関
する健康格差の縮小等の対策が示され，保健・医療の
両面からの取り組みが求められている．基本的事項の
目標の多くは歯科衛生業務に関連し，歯科衛生士が目
指す方向性と重なるものである．また，歯科における
プライマリーケアは，歯科疾患の予防や重症化予防に
効果的であることは明らかであり，歯科口腔保健の更
なる推進を図るには，歯科の特性を活用した歯科健診
や保健指導を評価する制度や仕組みが必要ではないか
と考える．口腔保健の向上と歯科医療の充実は，国民
の健康寿命の延伸に寄与する上で重要である．

Ⅶ．これからの歯科保健医療において
	 歯科衛生士が目指すもの

　わが国は世界に例をみないスピードで高齢化が進展
しており，医療，介護，予防，生活支援及び住まいの
5 つの視点から，地域において包括的に支援する地域
包括ケアシステムへの取り組みが進められている．そ
のため，「医療から介護へ」，「病院・施設から地域・在
宅へ」への流れが加速するものと思われる．また，医
療ニーズと介護ニーズを併せもつ高齢者を地域で支え
て行くために，訪問診療（歯科含），訪問看護，訪問口
腔ケア，訪問リハビリテーション，訪問薬剤指導など
の在宅医療が不可欠であり，自宅だけでなく，介護施設，
グループホームなど，どこに暮らしていても必要な医
療が確実に提供されるためには，かかりつけ医（歯科医）
の役割があらためて重要になるとしている15）．これま
での歯科医療は，どちらかといえば歯科完結型であり，

スクリーニング

アセスメント

モニタリング

評 価

低リスク 中リスク 高リスク

施設職員による
口腔ケアの提供

施設職員による
口腔ケアの提供

施設職員による
口腔ケアの提供

専門的
口腔ケアの提供

専門的
口腔ケアの提供

ケアプラン ケアプラン ケアプラン

日本老年歯科医学会老人保健健康推進等事業班編
「口腔機能維持管理マニュアルより

図 6 口腔ケア・マネジメントの進め方
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歯科衛生士も同様であった．しかし，これからの歯科
医療は地域で支え合う体制のなかで医療や介護と連携
し，かかりつけ歯科医の役割を強化しなければならな
いと考える．
　平成 22 年に，日本歯科医師会は学識経験者や各界
の国民代表者で構成する「生きがいを支える国民歯科
会議」を設置し，歯科医療の在り方について議論を重
ね，「歯科医療は生活の医療である」との提言をまとめ
た16）．提言内容は，①「歯の治療」から「食べる幸せ」
へ，②「歯」から「口腔ケア」へ，③「診察室」から

「必要としている人」のところへ，を主旨とし，「口腔
ケアはすべての世代にとってトータルなヘルスケアの
入口」であり，「歯科医療が，暮らしの中で食生活を維
持し，生きがいを支える医療として発展することを望
む」と結ばれている．このような歯科医療の在り方や
目標を共有し，歯科衛生士の役割を果たしていかなけ
ればならないと思う．
　歯科口腔保健は，乳幼児期から高齢期まで，健康な
時も，病気の時も，障害があっても，要介護となって
も，人の一生を通じて，すべてのライフステージにお
ける健康課題である．歯科衛生士は，歯科疾患の予防
及び口腔衛生の向上を図ることを目的とし（法第 1 条），

「歯・口腔疾患の予防処置」，「歯科診療の補助」，「歯科
保健指導」の業務により，人々が必要としている歯科
保健医療・口腔ケアを実践することが求められている．
これまでは「歯科完結型の疾病対応」が中心であったが，
今後は多職種と連携し，「全身の健康や QOL との関係
に基づく専門的口腔ケア」や「“食べる”“話す”といっ
た生活の中の口腔機能」の観点から専門性を発揮する
ことが重要である．そのための教育，研修，研究及び
法整備等は道半ばであるが，60 年余の歩みを礎に，新
たな道程が始まっているものと考える．
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